11年５月度スポット原稿サンプル（自由にアレンジをして下さい）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 消費税廃止各界連絡会
　みなさん、東日本大震災から２カ月以上が経過しました。しかし、いまだ被災者は避難所での不自由な生活を強いられるなど、生活や営業の再建に見通しが立たない状況が続いています。また、福島県では、放射能飛散の終息に目処が立たないなか、避難場所が分散し、住民の県外流失さえ続いています。
　東日本大震災で被災されたみなさまに、こころよりお見舞いを申し上げます。

　私ども、各界連に参加する各団体も、被災地域と連携をして、その支援に全力をあげています。被災者支援、震災復興に向け、全国から共に支援を強めようではありませんか。
　さて、みなさん、こうしたなかで菅民主党政権は、消費税増税に道筋をつけようと様々な動きを強めています。

　１つは、今回の大震災で被災者の皆さんが力を振り絞って生活再建に立ち上がろうとしているその時に、震災復興の財源を消費税で賄おうという動きを強めていることです。消費税は被災者にとってもっとも過酷な税金であり、震災復興を口実にした大増税で、さらなる苦しみを押し付けることはできません。また、消費税は家計と消費に打撃を与え、日本経済をいっそう疲弊させ、国を上げての復興の妨げともなりかねません。
　もう１つは、２０１１年度の第１次補正予算の財源に、基礎年金の国庫負担分２・５兆円を転用したことから、その穴埋めを消費税の増税でという動きです。
年金財源をめぐっては、先の自民党・公明党政権が、年金財源に充当するということを口実に定率減税を廃止するなど、庶民増税を強行した歴史があります。しかし、自公政権はその増税で生まれた財源を年金には使わず、大企業・大資産家優遇のために投入しました。公約に反する税金の使い方によって、年金財源に充当する予算の確保があやうくなると、２０１１年以降は消費税の増税で年金財源を確保すると言い出すなど、二重三重に国民を欺いてきました。
当時、民主党はこの自公政権のやり方を厳しく批判してきました。そうであれば、年金財源の穴埋めに消費税をという前政権丸写しのような主張はできないはずです。重大なのは、菅首相が議長を務める「税と社会保障一体改革」の集中検討会議では、年金財源の穴埋めに留まらず、医療・介護での給付の重点化、あるいは公平な負担の名のもとに、社会保障制度をいっそう切り捨てる方向で議論をすすめていることです。
　復興財源は確かに必要です。また、年金など社会保障を拡充するための財源も必要です。しかし、私ども消費税廃止各界連絡会は、被災者の方々にいっそうの苦しみをもたらし、
被災地域の復旧・復興の流れを阻害することにもなる消費税の増税には反対です。
　また、所得の低い人ほど負担が重くなる消費税は、社会保障にもっともふさわしくない税金です。その消費税の増税で、社会保障の財源を確保することに異議を唱えています。
みなさん、消費税に頼らなくても日本には、復興財源や社会保障拡充のための財源はあります。大企業・大資産家へのゆき過ぎた減税をただし、軍事費や政党助成金をはじめとした無駄にメスを入れれば数兆円から10兆円規模の財源が生まれます。大企業が溜め込んだ内部留保の内、現金預金などの手持ち資金は合計で約63兆円にもなっています。その１割を活用して復興債権を引き受けさせれば、さらに数兆円が確保できます。
　みなさん、大震災で国全体が元気をなくし、経済的にも疲弊しています。いま、政府がとるべき道は、国民への負担押し付けではなく、政治の責任で震災復興や雇用、社会保障の拡充など国民や被災者の不安を解消することこそ求められているのではないでしょうか。
